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（２）支援措置
①地方交付税による支援措置（3,000億円程度（平成19年度 2,700億円程度））
ア) 市町村がプロジェクトに取り組むための経費について、特別交付税措置（500億円程度）

（１市町村につき、単年度３,０００万円、３年間の措置（財政力補正あり））
イ) 「頑張りの成果」を普通交付税の算定に反映

○ 市町村及び都道府県に対し、以下に掲げる成果指標をもとに普通交付税の算定に反映（2,200億円程度）

○ 成果指標の算定に当たっては、条件不利地域など地域の状況に配慮
ウ) 企業立地促進に係る地方交付税措置（300億円程度）

○ 減収補てん措置及び地方税増収分の一部を特別交付税において財政需要として算定

②その他の支援措置
総務省ホームページ上で公表された地方自治体のプロジェクトに対して、情報通信関係施策に関し、補助事業の優

先採択等について配慮。

頑張る地方応援プログラムについて

やる気のある地方が自由に独自の施策を展開することにより、「魅力ある地方」に生まれ変わるよう、地方独自のプロジェクトを
自ら考え、前向きに取り組む地方自治体に対し、地方交付税等の支援措置を講じる。

（１）地方自治体によるプロジェクトの策定、公表
○ 地方自治体は、独自のプロジェクト（具体的な成果目標を掲げる）を策定し、住民に公表
○ 総務省は、地方自治体のプロジェクトを総務省ホームページ上で公表
（地方自治体が策定するプロジェクトの例は［別表］のとおり）

○ プロジェクトの募集年度は平成19年度～平成21年度の３年間

１．目的

２．応援プログラムの基本的な枠組み

・行政改革指標
・農業産出額
・製造品出荷額
・事業所数
・出生率

・転入者人口
・小売業年間商品販売額
・若年者就業率
・ごみ処理量
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「地方分権改革推進にあたっての基本的な考え方」

１ 目指すべき方向性

○ 分権型社会への転換 ○ 地方の活力を高め、強い地方を創出 ○ 地方の税財政基盤の確立

○ 簡素で効率的な筋肉質の行財政システム ○ 自己決定・自己責任・受益と負担の明確化 により地方を主役に

１ 目指すべき方向性

○ 分権型社会への転換 ○ 地方の活力を高め、強い地方を創出 ○ 地方の税財政基盤の確立

○ 簡素で効率的な筋肉質の行財政システム ○ 自己決定・自己責任・受益と負担の明確化 により地方を主役に

２ 基本原則

○ 基礎自治体優先

○ 明快、簡素・効率

○ 自由と責任、

自立と連帯

○ 受益と負担の明確化

○ 透明性の向上と

住民本位

２ 基本原則

○ 基礎自治体優先

○ 明快、簡素・効率

○ 自由と責任、

自立と連帯

○ 受益と負担の明確化

○ 透明性の向上と

住民本位

３ 調査審議の方針３ 調査審議の方針

４ 政府及び地方自治体に望むこと４ 政府及び地方自治体に望むこと

（調査審議事項）
（調査審議事項）

19年6月

22年3月

19年秋

地方との意見交換等
の集中的実施

課題検証、論点集約し、
重点的に検討

中間的な取りまとめ

おおむね２年以内を目
途に順次「勧告」

地方分権改革推進計
画閣議決定

新分権一括法案提出

調

査

審

議

国と地方の役割分担の徹底した見直し等●

地方税財政制度の整備●

行政体制の整備及び確立方策●

政府は改革関連施策を確実に実施。

地方自治体は、透明性と自浄性を高め、住民の信頼を確保。
人材育成など行政能力向上の努力。

国と地方の役割分担の徹底した見直し（分野ごとの見直し、地方支分
部局の廃止・縮小、地方自治体の組織・定員のスリム化の推進）。権限
移譲の推進。 義務付け・枠付けの見直しと条例制定権の拡大。 関与

の見直し。国の法令による新たな義務付け・枠付け等についてのチェッ
クシステムの整備

国と地方の役割分担等の徹底した見直し。分権型社会にふさわしい税
源移譲の推進。 その際、地方税財源の充実確保、地域の税収偏在の
是正等の観点から、税源移譲、国庫補助負担金、地方交付税等の税
財政上の措置のあり方について一体的に検討。地方債を含めて地方分
権にかなった地方税財政制度の整備

地方自治体が自ら行う行政及び税財政の改革の推進等による地方分
権改革の推進に応じた行政体制の整備及び確立方策

○ 地方政府 ～ 自治行政権・自治財政権・自治立法権を有する完全自治体を目指す取組み
○ 国のあり方、国のかたちそのものにかかわる重要な政治改革
○ 将来の道州制の本格的な導入の道筋

地方が主役の国づくり
（平成１９年５月３０日）

地方分権改革推進委員会作成
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市町村数の減少率
（H11.3.31→H20.1.1）

　

        凡例

ａ→ｂ（ｃ％）

ａ：H11.3.31の市町村数

ｂ：H20.1.1の市町村数

ｃ：減少率

212→180 (15.1%)

67→40 (40.3%)

69→25 (63.8%)

59→35 (40.7%)

71→36 (49.3%)

85→44 (48.2%)

44→35 (20.5%)

90→60 (33.3%)

49→31 (36.7%)
70→38 (45.7%)

120→81(32.5%)

99→42 (57.6%)

112→35(68.8%)

35→15 (57.1%)

41→19 (53.7%)

35→17 (51.4%)

44→26 (40.9%)

92→70 (23.9%)

80→56 (30.0%)

40→39 (2.5%)

37→33 (10.8%)

64→28 (56.3%)

74→42 (43.2%)

69→29 (58.0%)

88→63 (28.4%)

47→39 (17.0%)

50→30 (40.0%)

50→24 (52.0%)

43→17 (60.5%)

53→34 (35.8%)

70→20 (71.4%)

91→41 (54.9%)

39→19 (51.3%)

78→27 (65.4%)

59→21 (64.4%)

56→22 (60.7%)

49→20 (59.2%)

97→66 (32.0%)

79→23 (70.9%)

96→48 (50.0%)

44→30 (31.8%)

58→18 (69.0%)

94→48 (48.9%)

86→23 (73.3%)

50→26 (48.0%)

44→43 (2.3%)

53→41 (22.6%)

50％以上　　　　　21県
40％以上50％未満  10府県
30％以上40％未満   7県
20％以上30％未満   4県
10％以上20％未満   3道県
10％未満　　       2都府
0％　　　　　　   0

※合併新法による合併１６件を含む。

市町村合併の推進市町村合併の推進

206.4114.8106.947.1平均面積（㎢）

66,30336,38724,5557,864平均人口（人）

4911,537－－人口１万人未満

1,7993,2323,4669,895市 町 村 数

H20.1.1H11.3.31S37.1.1S29.9.30

▲１４３３
平成１１年３月３１日

３２３２
平成２０年１月１日

１７９９

合併市町村に対する
着実な支援

○市町村合併は相当程度進展

合併新法に基づく更なる
市町村合併の推進

○進捗状況は地域ごとに差異
○人口１万人未満の市町村も４９１存在

（H19.4.16官報告示ベース）

 2030
(62.8%)

（参考）
合併を決めた市町村の割合

  H11.3.31→H20.1.1

合併関係
市町村数

※H11.3.31の３２３２市町村のうち
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都道府県別合併の進捗状況

※H11.3.31の１万人未満の市町村数は、
H7国勢調査人口による。

※H20.1.1の１万人未満の市町村数は、
H17国勢調査人口による。

※合併新法による合併16件を含む。

※岩出市の単独市制施行を含む。

※H19.4.16官報告示分までのものを集計。

減少率 減少率

団体数 (構成比) 団体数 (構成比)
1 北海道 212 34 154 24 180 35 130 15 15.1% 1 北海道 144 (67.9%) 114 (63.3%) 20.8%
2 青森県 67 8 34 25 40 10 22 8 40.3% 2 青森県 36 (53.7%) 12 (30.0%) 66.7%
3 岩手県 59 13 30 16 35 13 16 6 40.7% 3 岩手県 24 (40.7%) 10 (28.6%) 58.3%
4 宮城県 71 10 59 2 36 13 22 1 49.3% 4 宮城県 27 (38.0%) 4 (11.1%) 85.2%
5 秋田県 69 9 50 10 25 13 9 3 63.8% 5 秋田県 41 (59.4%) 8 (32.0%) 80.5%
6 山形県 44 13 27 4 35 13 19 3 20.5% 6 山形県 17 (38.6%) 12 (34.3%) 29.4%
7 福島県 90 10 52 28 60 13 32 15 33.3% 7 福島県 51 (56.7%) 29 (48.3%) 43.1%
8 茨城県 85 20 48 17 44 32 10 2 48.2% 8 茨城県 15 (17.6%) 1 (2.3%) 93.3%
9 栃木県 49 12 35 2 31 14 17 0 36.7% 9 栃木県 7 (14.3%) 1 (3.2%) 85.7%

10 群馬県 70 11 33 26 38 12 16 10 45.7% 10 群馬県 24 (34.3%) 10 (26.3%) 58.3%
11 埼玉県 92 43 38 11 70 40 29 1 23.9% 11 埼玉県 13 (14.1%) 3 (4.3%) 76.9%
12 千葉県 80 31 44 5 56 36 17 3 30.0% 12 千葉県 18 (22.5%) 8 (14.3%) 55.6%
13 東京都 40 27 5 8 39 26 5 8 2.5% 13 東京都 11 (27.5%) 11 (28.2%) 0.0%
14 神奈川県 37 19 17 1 33 19 13 1 10.8% 14 神奈川県 2 (5.4%) 2 (6.1%) 0.0%
15 新潟県 112 20 57 35 35 20 9 6 68.8% 15 新潟県 57 (50.9%) 8 (22.9%) 86.0%
16 富山県 35 9 18 8 15 10 4 1 57.1% 16 富山県 11 (31.4%) 1 (6.7%) 90.9%
17 石川県 41 8 27 6 19 10 9 0 53.7% 17 石川県 17 (41.5%) 1 (5.3%) 94.1%
18 福井県 35 7 22 6 17 9 8 0 51.4% 18 福井県 18 (51.4%) 2 (11.8%) 88.9%
19 山梨県 64 7 37 20 28 13 9 6 56.3% 19 山梨県 41 (64.1%) 9 (32.1%) 78.0%
20 長野県 120 17 36 67 81 19 25 37 32.5% 20 長野県 77 (64.2%) 43 (53.1%) 44.2%
21 岐阜県 99 14 55 30 42 21 19 2 57.6% 21 岐阜県 56 (56.6%) 7 (16.7%) 87.5%
22 静岡県 74 21 49 4 42 23 19 0 43.2% 22 静岡県 15 (20.3%) 6 (14.3%) 60.0%
23 愛知県 88 31 47 10 63 35 26 2 28.4% 23 愛知県 18 (20.5%) 6 (9.5%) 66.7%
24 三重県 69 13 47 9 29 14 15 0 58.0% 24 三重県 31 (44.9%) 4 (13.8%) 87.1%
25 滋賀県 50 7 42 1 26 13 13 0 48.0% 25 滋賀県 20 (40.0%) 8 (30.8%) 60.0%
26 京都府 44 12 31 1 26 15 10 1 40.9% 26 京都府 21 (47.7%) 5 (19.2%) 76.2%
27 大阪府 44 33 10 1 43 33 9 1 2.3% 27 大阪府 2 (4.5%) 2 (4.7%) 0.0%
28 兵庫県 91 21 70 0 41 29 12 0 54.9% 28 兵庫県 35 (38.5%) 0 (0.0%) 100.0%
29 奈良県 47 10 20 17 39 12 15 12 17.0% 29 奈良県 24 (51.1%) 18 (46.2%) 25.0%
30 和歌山県 50 7 36 7 30 9 20 1 40.0% 30 和歌山県 28 (56.0%) 11 (36.7%) 60.7%
31 鳥取県 39 4 31 4 19 4 14 1 51.3% 31 鳥取県 30 (76.9%) 7 (36.8%) 76.7%
32 島根県 59 8 41 10 21 8 12 1 64.4% 32 島根県 45 (76.3%) 8 (38.1%) 82.2%
33 岡山県 78 10 56 12 27 15 10 2 65.4% 33 岡山県 50 (64.1%) 4 (14.8%) 92.0%
34 広島県 86 13 67 6 23 14 9 0 73.3% 34 広島県 52 (60.5%) 2 (8.7%) 96.2%
35 山口県 56 14 37 5 22 13 9 0 60.7% 35 山口県 33 (58.9%) 6 (27.3%) 81.8%
36 徳島県 50 4 38 8 24 8 15 1 52.0% 36 徳島県 32 (64.0%) 6 (25.0%) 81.3%
37 香川県 43 5 38 0 17 8 9 0 60.5% 37 香川県 17 (39.5%) 1 (5.9%) 94.1%
38 愛媛県 70 12 44 14 20 11 9 0 71.4% 38 愛媛県 42 (60.0%) 2 (10.0%) 95.2%
39 高知県 53 9 25 19 34 11 17 6 35.8% 39 高知県 37 (69.8%) 19 (55.9%) 48.6%
40 福岡県 97 24 65 8 66 28 34 4 32.0% 40 福岡県 22 (22.7%) 9 (13.6%) 59.1%
41 佐賀県 49 7 37 5 20 10 10 0 59.2% 41 佐賀県 25 (51.0%) 4 (20.0%) 84.0%
42 長崎県 79 8 70 1 23 13 10 0 70.9% 42 長崎県 55 (69.6%) 4 (17.4%) 92.7%
43 熊本県 94 11 62 21 48 14 26 8 48.9% 43 熊本県 58 (61.7%) 16 (33.3%) 72.4%
44 大分県 58 11 36 11 18 14 3 1 69.0% 44 大分県 38 (65.5%) 1 (5.6%) 97.4%
45 宮崎県 44 9 28 7 30 9 18 3 31.8% 45 宮崎県 19 (43.2%) 10 (33.3%) 47.4%
46 鹿児島県 96 14 73 9 48 17 27 4 50.0% 46 鹿児島県 54 (56.3%) 17 (35.4%) 68.5%
47 沖縄県 53 10 16 27 41 11 11 19 22.6% 47 沖縄県 27 (50.9%) 19 (46.3%) 29.6%

3,232 670 1,994 568 1,799 782 822 195 44.3% 1,537 (47.6%) 491 (27.3%) 68.1%

都道府県名

計

H20.1.1

市 町 村 市
都道府県名

計

H11.3.31市町村数 H11.3.31
１万人未満 １万人未満

H20.1.1市町村数

町 村
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市町村合併支援プランによる
財政支援措置等

合併ｻﾎﾟｰﾀｰ
による助言等

取組事例
の情報提供

その他
支援措置

自立性の高い､魅力ある｢まち｣に

政府（総務省）

人的支援 財政的支援

権限移譲

都道府県

協力

支
援

支
援

合 併 市 町 村
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本年秋以降の消費税を含む税体系の抜本的改革や

地方分権改革を通じ、

国と地方の歳出比（４：６）を踏まえ、税源移譲を含

む税源配分の見直しを行い、当面、国と地方の税収

比１：１を目指して、地方税を充実

地域間の偏りが最も小さい地方の基幹税である地

方消費税の充実などにより、できる限り偏在度の小

さい地方税体系を構築

地方消費税の充実とあわせ、法人課税の国・地方

の配分のあり方の見直しなどにより、税収の偏在

を是正

（超過課税・法定外税を除く。）

地方税を充実し、偏在度の小さい地方税体系を構築する

特に、税収の偏在の是正に早急に取り組む

全

体

地方
法人２税
7.6兆円

地方
消費税
2.6兆円

2.0倍 3.2倍 6.5倍

人口1人当たり税収額の偏在度（H17年度決算）

最大／最小
の倍率（※）

（※）「最大／最小の倍率」とは、各都道府県ごとの人口1人当たり税収額の最大
値を最小値で割った数値。

東京都の税収シェア（H17年度決算）

26％地方法人二税

14%地方消費税

国 税（５２．３兆円）

６０．０％

地方税
（３４．８兆円）
４０．０％

地方の歳出
（純計ベース）
８９．４兆円
５９．４％

地方交付税

国庫支出金等国の歳出
（純計ベース）
６１．２兆円
４０．６％

国：地方

６：４

４：６

国・地方の税源配分（H17年度決算）

地方税計 17%

１．地方分権を支える偏在度の小さい地方税体系の構築１．地方分権を支える偏在度の小さい地方税体系の構築

H19.5.25（金）経済財政諮問会議 菅議員提出資料（抄）
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➢ 平成19年3月23日（金）スポーツ紙等５紙に政府広報を掲載。

➢ このほか、国・地方公共団体が連携して、それぞれ広報媒体を活用した広報活動を積極的に実施中。
➢ 給与支払者など源泉徴収義務者等にも国税庁・税務署から周知を依頼済み。

３． 三兆円の税源移譲の円滑な実施３． 三兆円の税源移譲の円滑な実施
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○ 地方の首長等からは、

・都会に出ていった者が地元で成長する際に負担した教育や福祉のコストに

対して、何らかの還元ができるしくみはないか

・生涯を通じた受益と負担のバランスをとるべきではないか

との声が高まっている。

○ 都会で生活している納税者からも、

・自分が生まれ育ったふるさとに貢献したい

・自分と関わりの深い地域を応援したい

との意見が多く寄せられている。

◎ 「ふるさと」に対する納税者の貢献や、関わりの深い地域への応

援が可能となる税制上の方策の実現に向け、早急に研究会を立

ち上げ

◎ 税制改正に間に合うよう、基本的な考え方をとりまとめ

４．ふるさと納税
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○自主的な改善努力による財
政健全化

・財政健全化計画の策定（議会の議決）、
外部監査の要求の義務付け

・実施状況を毎年度公表

・早期健全化が著しく困難と認められる
ときは、総務大臣又は知事が必要な
勧告

公営企業の経営の健全化

○国等の関与による確実な再生
・財政再生計画の策定（議会の議決）、外部
監査の要求の義務付け

・財政再生計画は、総務大臣に協議し、同意
を求めることができる
【同意無】
・災害復旧事業等を除き、地方債の起債を制限

【同意有】
・収支不足額を振り替えるため、償還年限が計画期
間内である地方債（再生振替特例債）の起債可

・財政運営が計画に適合しないと認められる
場合等においては、予算の変更等を勧告

○赤字団体が申出により、財政
再建計画を策定（総務大臣の
同意が必要）

※赤字比率が５％以上の都道府県、
２０％以上の市町村は、法に基
づく財政再建を行わなければ建
設地方債を発行できない

財政の再生

地方財政再建促進特別措置法

新
し
い
法
制
案

現
行
制
度

（
健
全
財
政
）

（
財
政
悪
化
）

○指標の整備と情報開示の
徹底

・フロー指標：実質赤字比率、連結実質
赤字比率、実質公債費比率

・ストック指標：将来負担比率＝公社・
三セク等を含めた実質的負債による
指標

→監査委員の審査に付した上で公表

健全段階

＜現行制度の課題＞

・早期是正・再生という観点からの分かりやすい財政情報の
開示や正確性を担保する手段が不十分

・再建団体の基準しかなく、早期是正機能がない

・普通会計を中心にした収支（フロー指標）の指標のみで、ス
トック（負債等）の財政状況に課題があっても対象とならない

・公営企業にも早期是正機能がない等の課題

○公営企業もこれに準じた再建制度
（地方公営企業法)

地方公共団体の財政の健全化に関する法律案について

財政の早期健全化
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趣旨

○ 公営企業金融公庫は平成２０年度に廃止し、地方公共団体が共同して新組織を自ら設立する。

○ 新組織の業務の範囲については、現行の公営企業金融公庫の業務の範囲内で重点化を行い、事業規模については、
財政融資資金と並行して段階的に一定の縮減を図る。

○ 意思決定機関に知事、市長、町村長の代表のほか、学識経験者を加えるとともに、外部有識者によるチェック機関
の設置、監査法人等による外部監査の導入などにより、外部からのチェックが働く仕組みとする。

○ 新たな業務にかかる新勘定と、既往の資産・負債の管理を行う旧勘定を分離し、それぞれの損益を明確に区分する。

○ 平成２０年１０月の新組織移行時に見込まれる債券借換損失引当金（以下「引当金」という）総額概ね３．４兆円
程度の全額を新組織に承継する。
そのうち概ね２．２兆円程度は、新勘定の新たな業務に関し、金利変動リスクに対応するために必要な引当金（金

利変動準備金）として、新勘定に帰属する。残余は旧勘定に帰属する。
公営企業健全化基金については新勘定に帰属するものとして新組織に全額承継する。利差補てん引当金については

旧勘定に帰属するものとして新組織に全額承継する。

○ 発行済みの政府保証債の借換債に限り、適切な条件の下に引き続き政府保証を付すこととする。

組織・体制

勘定区分

業務

財務基盤

地方公営企業等金融機構について
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